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要約　本研究の目的は，東日本大震災に被災した生徒を対象とするストレスマネジメントの実施に向けた，認知行

動理論に基づくスタッフ・トレーニングを実施し，その効果について検討することであった。本研究の結果か

ら，全８回のスタッフ・トレーニングを通して，参加者の認知行動療法および応用行動分析に関する理解度が

向上した。災害における心理的支援は，主に臨床心理士などの専門家による活動が中心となる一方で，すべて

の被災者に対して臨床心理士が個々に対応することは現実的に不可能であり，また臨床心理士が派遣されるま

でにも，特に児童生徒に対する心理的支援が必要であること，および本研究の参加者である，教員を目指す大

学生や，すでに教員として職務を行っている者を対象として，心理的支援における具体的方略や留意点につい

て示すことは，東日本大震災のような災害が予測不可能で予防しきれないという特徴を持つことを考えると，

非常に意義がある。今後，本研究を基盤とし，教員養成課程においても，災害時の心理的支援の中心を担うこ

とが可能な教員を養成するプログラムの定着化が望まれる。
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問　 題

平成23年３ 月11日に発生した東日本大震災は，現在

も強くその影響を残している。その中でも特に，児童

生徒に対する心理的ケアは，日本臨床心理士会や日本

心理臨床学会が中心となり，臨床心理士の派遣などの

具体的措置が講じられてきたが，対象となる児童生徒

の数が多いことや，震災直後は生活様式の確保が優

先されてきたために，現時点でも児童生徒の心理的

健康度が十分に確保されているとは言い難い。 DSM-

Ⅳ-ＴＲ（ＡＰＡ，2000 ）によると，発症遅延のPTSD

（心的外傷後ストレス障害）の診断基準には，「症状

の発現がストレス因子から少なくとも６か月後の場

合」とあり，これまで特に心理的ストレス症状が認め

られなかった児童生徒の中にも，今後ＰＴＳＤ に代表

されるような心理的ストレス症状を訴える者が少なか

らず出現することが予測される。

このような心理的ストレス症状の改善および予防を

目的とした支援の１つに，児童生徒を対象とした認知

行動療法に基づく長期的なプログラムが開発され，効

果をあげている(Stark,  1990 ； Barrettら, 2000など）。

本邦においても，認知的なアプローチや社会的スキル

訓練などを用いたストレス予防，あるいはストレス低

減を目的としたストレスマネジメントが展開されてい

る（石川ら, 2009 ； 小関, 2010 など）。認知行動療法

に基づく長期的ストレスマネジメントプログラムの特

徴としては，①学級集団を対象として実施するため，

新たに集団を形成する必要がなく，学級内の人間関係

を活かした支援が提供できる，②主なアセスメントは

行動観察に基づくため，プログラムの実施に専門的な

習熟を必要とせず，学級担任などがプログラムの実施

者を担うことが可能，③学級集団に対するアプローチ

と個別のアプローチを組み合わせて実施することで，

すべての児童生徒に一定の効果が期待できる，という

利点が示されている（高橋・小関, 2011 など）。この

ような観点から，認知行動療法に基づく東日本大震災

に被災した児童生徒を対象とした集団ストレスマネジ

メントの提供が，対象となる児童生徒の心理的健康の

回復および促進に有効であることが期待される。
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被災児童生徒を対象とした集団ストレスマネジメン

トの提供にあたっては，一時的に支援を提供する臨床

心理士等の専門家だけではなく，生活を共にする家族

や，学校の教員からのソーシャル・サポートに代表さ

れるような心理的支援も重要な要因であることが指摘

されている（小林2010) 。そこで本研究では，東日

本大震災の被災児童生徒に対するストレスマネジメン

ト実施の前段階として，将来的に同様の災害が起こり

うることを考え，教員を目指す学生を対象として，被

災児童生徒支援のための集団心理的介入におけるス

タッフ養成プログラムを展開し，その有効性について

検討する。スタッフ養成プログラムの参加者である学

生が，心理的支援の具体的方略を身に付けることに

よって，将来教員になった際に，心理的ストレスに対

する予防的対応として，心理的介入を提供できるよう

になることが期待される。さらに，将来万一災害が起

きた際には，心理的ケアの側面において，災害支援の

中心的役割を担うことが期待される。

方　法

１．参加者の募集

国立大学に通い，将来教員として児童生徒と関わる

ことを目指している学生で，今回の研究の趣旨を理解

し，さらにスタッフ・トレーニング実施後の東日本大

震災被災児童生徒を対象としたストレスマネジメント

介入にも参加可能な学生として，大学内の講義および

掲示物を通して参加を呼び掛けた。その結果，スタッ

フ・トレーニングの参加者として９名の学生が参加を

希望したため，この９名を介入群として設定した。一

方，スタッフ・トレーニングへの興味関心が高かった

ものの，日程上の都合が合わず，参加を断念した学生

のうち，質問紙への協力依頼に同意した５名を対照群

として設定した。なお，募集の際に，本研究の意図や

目的，生じうる利益と損益について説明レ 同意を得

た。本研究における参加者の内訳をTable 1 に示す。

２．スタッフ・トレーニングプログラムの内容

スタッフ・トレーニングの内容は，トラウマに対

する心理的介入の有効性 を展望したEhlers  &  Clark

(2003), および学校における心理的支援の有効性につ

いて展望したHoagwood  &  Erwin  (1997) とRones  &

Ｈｏａｇｗｏｏｄ（2000 ）をもとに 「認知行動療法および

応用行動分析に関する知識の習得」，「カウンセリング

マインドとカウンセリングの諸技法」，［心理的ストレ

スおよび精神疾患の理解とその基本的対応］，「学校に

おける心理的支援とその有効性」，「教員による心理的

介入の有効性と留意点」の５つの観点を抽出した。

セッションは講義と，ロ ールプレ イやグループワー

クを用いた演習で構成され，１回90分，全８回のセッ

ションと，介入前，介入後のそれぞれに効果指標測定

のセッションを設けた。質問紙および各セッションの

実施時期と，スタッフ・トレーニングプログラムの内

容をTable 2 に示す。

Table 1　 本研究における参加者の内訳
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Table ２　 スタッフ・トレーニングプログラムの内容と形式

３ ． 効 果 測 度

本 研 究 に お け る ス タ ッ フ ・ ト レ ー ニ ン グの 効 果 測 度

とし て ， 以 下 の ２つ の 測 度 を 使 用 し た 。

Ｏ 教 師 用 応 用 行 動 分 析 チ ェ ッ ク リ ス ト

参 加 者 の 応 用 行 動 分 析 お よ び 認 知 行 動 療 法 に 関 す

る 知 識 の 獲 得 の 程 度 を 測 定 す る た め に ， 教 師 用 応 用

行 動 分 析 チ ェ ッ クリ ス ト （Ａｐｐｌｉｅｄ Behavior Analysis

Checklist for Teachers : ABACT ； 小 関 ら, 2010) を

用 い た 。 ＡＢＡＣＴ は ， 全25 項 目 で構 成 さ れ る 問 題 形 式

の チ ェ ッ クリ ス ト で ， 学 校 にお け る 子 ど もの 問 題 行 動

場 面 を 想 起 さ せ る よ う な 質問 項 目 に対 し て ， 応 用 行 動

分 析 に 基 づ く解 決 策 を， ４つ の 選 択 肢 か ら 選 ぶ 形 で 回

答 す る もの で あ る 。/Jヽ 関 ら （2010 ） に よ っ て そ の 有 効

性 が示 さ れて お り， 本 研 究 にお け る ス タ ッ フ ・ ト レ ー

ニ ン グ の 指 標 とし て も活 用 可 能 であ る と 判 断 し た 。

ii) ＡＢＡ 基 礎 知 識 理 解 到 達 度 テ ス ト 参加 者 の 行 動 論

的 知 識 を 測 定 す る た め に, ABA 基 礎 知 識 理 解 到 達

度 テ ス ト （Ｔｅｓt of Knowledge of Applied Behavior

Analysis : TK-ABA ； 谷・大尾. 2011) を用いた。

ＴＫ-ＡＢＡ は，全41 項 目から構成されるテストであ

り，行動の原理や強化，プロンプトなどの行動論的知

識を測定することが可能である。谷・大尾（2011）に

よってその有効性が示されており，本研究におけるス

タッフ・トレーニングの指標としても活用可能である

と判断した。

結　 果

１．スタッフ・トレーニングに対する出席率

介入群の９名のうち，参加者Ａ～Ｇは，全８回の

セッションと，セッション前後に実施した効果指標の

実施のすべてに出席した。参加者Ｈはセッション３以

降，参加者Ｉはセッション４以降出席せず，介入後の

効果指標の測定はできなかった。そのため，以下の介

入群の効果測定からは参加者Ｈおよび参加者Ｉを除外

し 参加者Ａ～Ｇの７名を対象として分析することと

した。
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対照群の５名は，セッション前後の効果指標の実施

への協力のみで，セッション１から８までのいずれに

も参加はしなかった。

２．効果の測定

本研究における分析対象者は，介入群７名，対照群

５名の計12名であることから，各評価測度における得

点は等分散性が仮定されないことが予測され，分散分

析を用いた効果の評定は不適切であると考えられる。

そこで本研究における効果の評定は, Cohen's どの効

果量(Cohen,  1988) を用いて検討を行った。 Cohen's

どは。 ｺ 値゙ が｡30 未満の場合には小さな効果が得られ

たことを示，.30から.79程度の場合には中程度の

効，.80以上の場合には大きな効果が得られたこと

を示すことが，複数の研究に基づいて支持されている

(Cohen, 1988 : Daniel, 1998 : McLean, &  Ernest,

1998) 。こ れらの基準 を採 用レ 本研 究において

もCohen's d の効果量を用いてスタッフ・トレーニン

グの効果について検討を行うこととする(Table 3 ) 。

Table ３　介入の前後におけるＡＢＡＣＴ得点およびＴＫ-ＡＢＡ得点の変化
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Ｏ ＡＢＡＣＴを用いた効果の検討

ＡＢＡＣＴを用いた参加者の知識の獲得について比較

することで，本研究におけるスタッフ・トレーニング

の効果について検討を行った。

まず，介入群におけるスタッフ・トレーニングの効

果について検討するために，介入前におけるABACT

の得点を基準とし，介入後におけるＡＢＡＣＴの得点に

ついて, Cohen's d の効果量を算出した。その結果，

介入群の介入後における効果量はJ  = 0.71であった。

一方，対照群におけるスタッフ・トレーニング期間

のＡＢＡＣＴ得点の変化について検討するために，介

入群と同様の比較を行った。その結果，対照群の介入

後における効果量は=  0.14であった。

次に，介入群と対照群のＡＢＡＣＴ 得点の変化を比

較するため，各測定時期における介入群と対照群の得

点について, Cohen's d の効果量を算出した。その結

果，介入前における効果量はd  = 0.15であったのに対

し，介入後における効果量はd  = 1.11であった。

li) ＴＫ-ＡＢＡを用いた効果の検討

ＴＫ-ＡＢＡ を用いた参加者の知識の獲得について比

較することで，本研究におけるスタッフ・トレーニン

グの効果について検討を行った。

まず，介入群におけるスタッフ・トレーニングの効

果について検討するために，介入前におけるTK-ABA

の得点を基準とし，介入後におけるＴＫ-ＡＢＡの得点

について, Cohen's d の効果量を算出した。その結果，

介入群の介入後における効果量は,ｺﾞ= 1.61であった。

一方，対照群におけるスタッフ・トレーニング期間

のＡＢＡＣＴ 得点の変化について検討するために，介

入群と同様の比較を行った。その結果，対照群の介入

後における効果量は=  0.15であった。

次に，介入群と対照群のＡＢＡＣＴ得点の変化を比

較するため，各測定時期における介入群と対照群の得

点についてCohen's d の効果量を算出した。その結

果，介入前における効果量は=  0.33であったのに対

し，介入後における効果量はd = 3.14であった。

ｉ ）半構造化面接を用いたスタッフ・トレーニングの

効果の検討

介入後において，介入群の参加者７名を対象に，ス

タッフ・トレーニングを通して得られたと感じている

成果について，参加者ごとに，半構造化面接によるイ

ンタビュー調査を行った。

スタッフ・トレーニングを通して得られた成果とし

て，「認知行動療法および応用行動分析に関する知識

を獲得することができた」，「学校における具体的な心

理的支援の方法について理解できた」，「精神疾患に関

する講義などを通して，被災者に対する支援の重要性

に気付くことができた」などが介入群のすべての参加

者に共通して得られた観点であった。また，「教員を

目指す上で，今回の研修の内容は，被災者にとってだ

けではなく，すべての学校の児童生徒にとって重要な

内容であると感じた（参加者Ｂ）」などの観点も得る

ことができた。

スタッフ・トレーニングを通して得られた成果が今

後のどのような活動に活かされているかという点に

関しては，「実際に被災者支援という形で，今回習得

した内容を実践し，効果を検討してみたい（参加者

Ａ）」，「万が一，教員になったときに自分の学校が被

災したら，今回習ったことのどれかを使って，なんと

か取り組みたい（参加者Ｃ）」，「ストレスの問題など

は，すべての児童生徒に当てはまることなので，教員

になったら，自分の学級などで実施してみたい（参加

者Ｆ）」，「頭では理論や手続きなどは分かったが，実

際に自分ができるかどうかは，その時になってみない

とわからない（参加者Ｅ）」などの意見が得られた。

考　 察

本研究の目的は，東日本大震災の被災児童生徒に対

するストレスマネジメント実施の前段階として，将来

的に同様の災害が起こりうることを考え，教員を目指

す学生を対象として，被災児童生徒支援のための集団

心理的介入におけるスタッフ養成プログラムを展開

し，その有効性について検討することであった。本研

究の結果から，本研究で実施したスタッフ・トレーニ

ングが，認知行動療法および応用行動分析に関する知

識の獲得に有効であることが示唆された。また，半構

造化面接の結果から，本スタッフ・トレーニングで獲

得した知識や技能は，参加者にとって一定の成果とし

て認識されていることが示唆された。

ＡＢＡＣＴおよびＴＫ-ＡＢＡによって測定された参加者

の知識の獲得についてのCohen's d を用いた検討の結果

から，介入前に比べて，介入後の両測度の得点が高く

なっており, Cohen's dの基準によると，中程度もしく

は大きい効果が得られたと考えることができる。以上

のことから，全８回のセッションへの参加の経験が，

認知行動療法および応用行動分析に関する知識の獲得

に有効であると考えることができる。このことは，対

照群と比較した結果からも同様の効果を推察すること

が可能であり，介入群と対照群を比較した際の介入後

の効果サイズは，両測度とも高い値となっている。

また，半構造化面接の結果から，介入群のすべての

参加者が，スタッフ・トレーニングの効果として認知

行動療法や応用行動分析に関する知識の獲得の効果が

得られたと内省していることが明らかになった。

本研究において，一定の効果が得られた理由とし

て，講義形式の一方向的な手続きではなく，グループ

ワークや演習を用いて，体験的に内容を理解できるよ

う，工夫した点が挙げられる。原口・井上（2010）や

小関・小関(2012) でも，スタッフ・トレーニングに

おける演習の効果は示唆されており，本プログラムで
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用いた手続きのように，講義と演習を機能的に組み合

わせてプログラムを構成することが，参加者の知識の

習得に有効である可能性が示唆された。

その一方で，介入群においては，２名がプログラム

の途中で参加を辞退している結果となった。本プログ

ラムへの参加は，参加者の自由意思によるものであ

り，明確な強化事態が設定されていないため，個人の

事情によって，参加を辞退することも，やむを得ない

ものと考えられる。しかしながら，プログラムへの参

加辞退者が多くなれば，プログラムの実施自体も困難

になる可能性が高く，プログラムへの参加動機づけを

考慮したアプローチ(DeShon  & Gillespie, 2005) など

を組み入れることも重要であると考えられる。スタッ

フ・トレーニングにおいては，単に知識や技能の習得

だけでなく，参加者の自己効力感や参加率も重要な指

標として挙げられており(Fadden,  1997 など），参加

を辞退した参加者の自己効力感が，本プログラムに参

加することで低下する可能性もあることを考えると，

参加率の確保とともに，中途辞退者に対するその後の

フォローアップも重要な課題であると考えられる。

また，本研究の結果からは，本研究におけるスタッ

フ・トレーニングプログラムが，認知行動療法および

応用行動分析の知識の習得に有効であることが示唆さ

れた一方で，本プログラムで習得した知識や技能が，

実際に東日本大震災の被災児童生徒に対するストレス

マネジメントの実施や，将来起こりうる災害における

心理的支援において活用可能であるかどうかの検討は

行われていない。 Reid＆Ｐａｒsｏｎs（2000）は，スタッ

フ・トレーニングの実施に関して，講義形式のプログ

ラムは知識の習得には効果が期待されるものの，実際

の指導には十分な効果が期待できない可能性があるこ

とを示している。今後は，本プログラムで扱った知識

や技能が，実際の介入場面で活用できるかどうかの効

果測定を，模擬授業形式の実践の場を作成した行動評

定などを行うことで，検討することによって，本プロ

グラムの有効性が実証性の高いものとして確立するこ

とが可能になると考えられる。

本研究は，東日本大震災の被災児童生徒に対するス

トレスマネジメント実施の前段階としてのスタッフ養

成プログラムとして構築されたものである。その一方

で，構成されているプログラムの個々の要素は，教員

の立場における児童生徒を対象としたストレスマネジ

メントの提供の際には必要不可欠なものであるとい え

る。すなわち，単に被災児童生徒のみを対象としたプ

ログラムとして位置付けるのではなく，教員，あるい

は教員を目指す大学生が，児童生徒の学校適応の促進

や，心理的ストレスの低減あるいは予防を目的とした

認知行動的介入を実践することを可能にするためのプ

ログラムとして位置付けることも可能であると考えら

れる。

本研究は，これまで体系的に実施されてこなかった

学校におけるストレスマネジメントの提供のためのス

タッフ・トレーニングの手続きについて検討を行い，

その有効性について実証的に検討したという点で意義

がある。本研究のような，実践的な取り組みの成果を

蓄積することによって，学校におけるストレスマネジ

メントの実施に不可欠なスタッフを機能的に養成する

ことが可能となり，児童生徒に対しても，理論的根拠

に基づいた，再現性および実証性の高いストレスマネ

ジメントを提供することが可能になると期待される。
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